■同居家族がいる場合の訪問介護（生活援助）の算定について

H17.1.18

追加H18.8.23

	○個別性を勘案し、家族と同居している高齢者についても生活援助中心型（及び生活援助）の算定が行えます。

○その個別性とは「同居する家族が、家事ができる状況にある場合には給付されない」けれど、「やむを得ない事情により、家事が困難な場合（本人及び同居する家族が、家事ができない場合）」と考えられます。


１．解釈通知

○算定に係る留意事項

（５）「生活援助中心型」の単位を算定する場合
　注３において「生活援助中心型」の単位を算定することができる場合として「利用者が１人暮らしであるか又は家族等が障害、疾病等のため、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合」とされたが、これは、障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむを得ない事情により、家事が困難な場合をいうものであること。
　なお、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付ける場合には、居宅サービス計画書に生活援助中心型の算定理由その他やむを得ない事情の内容について記載するとともに、生活全般の解決すべき課題に対応して、その解決に必要であって最適なサービスの内容とその方針を明確に記載する必要がある。
平成12年老企36号（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について）
（平成１５年改定以前は、なお･･･が次の文面であった）

具体的な運用については、一律の基準で判断を行うものではなく、個々の事情に応じ、介護支援専門員、市町村等の良識ある判断によるべきものであること。

○居宅介護支援に係る通知

⑯「生活援助中心型の算定理由」

介護保険給付対象サービスとして、居宅サービス計画に生活援助中心型の訪問介護を位置付けることが必要な場合に記載する。

「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成12年2月１０日厚生省告示第19号）別表の１の注３に規定する「単身の世帯に属する利用者」の場合は、「１．一人暮らし」に、「家族若しくは親族（以下「家族等」という。）と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由により、当該利用者または当該家族当が家事を行うことが困難であるもの」の場合は、「２．家族等が障害、疾病等」に○を付す。また、家族等に障害、疾病がない場合であっても、同様にやむを得ない事情により、家事が困難な場合等については、「３．その他」に○を付し、その事情の内容について簡潔明瞭に記載する。
「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について」（平成11年11月12日老企第29号厚生省老人保健福祉局企画課長通知、平成15年9月26日老振発第0926001号改正現在）

２．文献引用

エ　「生活援助中心型の算定理由」欄
生活援助中心型の訪問介護は、利用者が家事ができない場合、または家族の助けが得られないというような場合に、利用者の自立した日常生活を支える観点から介護保険制度の給付対象とされており、同居する家族が家事ができる状況にある場合には給付されないことになっています。

このため、生活援助中心型の訪問介護の適用については、①利用者が単身世帯であるときか、②家族や親族と同居している利用者であって家族等の障害、疾病などの理由により利用者または家族などが家事を行うことが困難なときに、調理、洗濯、食事などを中心とするサービスを給付することになっています。また、その他個別の事情により、やむを得ないと考えられる場合にも給付することが可能とされています。

専門員は、この趣旨を十分理解する必要があり、例えば「同居家族がいる場合には生活援助中心型の訪問介護は利用できない」と初めから画一的な判断をするようなことがあってはならないものです。

専門員は、上記を踏まえて、ケアプランに生活援助中心型の訪問介護を位置づける必要がある場合には、その理由を記載することになります。

介護サービス計画作成の基本的考え方－試論ノート（佐藤信人　厚生労働省老健局振興課　介護支援専門官、全国介護支援専門員連絡協議会発行）
３．国会答弁
（第１５６回国会厚生労働委員会第２５号H15.7.26）
○桝屋委員　（略）この生活援助型、いわゆる身体介護でないヘルパーさんの業務について、以前から、当然ながら生活援助でありますから、家事援助等は基本的には同居家族がいないということが条件かと思うんです。あるいは、いらっしゃっても生活援助ができない、同居家族が障害者の場合とか、そうした場合に認められている。なおその他それに類するような特殊な事情がある場合は、そこは生活援助型のサービス、従来であれば家事援助型のサービス、これは提供されるという整理であったと思っております。このあたりは、その他いろいろな事情というのは、私はやはり自宅における生活を支援する観点から弾力的に運用されてきたのかなと思っておりますが、さっき言いましたように、相当給付量がふえてまいりますと、この辺が画一的な規制といいますか、例えば今の生活援助型のヘルパーさんについては、ともかくも同居家族がいればだめなんだと、一律的な規制がかかってしまう。これはすぐれて僕は都道府県単位だろうと思っておりますが、そういう地域があるやに聞いております。
　たとえ同居家族がいたとしても昼間独居になっているとか、あるいはケアマネジャーさんから見れば生活援助型のサービスがどうしても必要だというケースもあろうかと思うんですが、画一的なサービス規制というのは、私はどうかな、いよいよそういう総量規制のところへ入ってきているのかなというふうに感じておりますが、何かそんな認識を厚生労働省はお持ちでしょうか。
○中村政府参考人　（略）先生お尋ねの生活援助中心型の訪問介護でございますけれども、先生からも御指摘ございましたように、高齢者の御本人が家事ができない、また御家族の助けが得られないという場合に介護保険の給付の対象としているということで、同居する家族の方が、家事ができる状態にある場合には給付対象とはしていないところでございます。したがいまして、給付の適用につきましては、これも先生から御指摘ございましたように、単身の世帯に属します利用者の方、あるいは、御家族と同居されておりましても、御家族が病気とか障害を持っておられる、あるいは家事を行うことが困難である、こういう方につきましては、介護保険の給付の対象になるというふうに考えております。
　先生から日中独居というお話がございましたけれども、御家族と同居されており、御家族が例えば心身が御健康であって家事ができる状態でも、勤務されたりしておられて、日中、要介護の高齢者の方がお一人のような場合については、介護保険の給付の対象になる、こういうふうに考えております。
　このように、家事援助が必要なケースにつきましては、個別に判断して給付を提供するという姿勢で臨んでおります。
　今先生の方から、都道府県単位で、介護保険財政が厳しいので一律の総量規制の考え方で給付制限かけているんじゃないか、そういうところが見られないかという御指摘でございますけれども、私どもは、そういうことは当然好ましくありませんし、介護保険の仕組みから申し上げまして、給付の請求があれば個別に、具体的にはケアマネジャーさんが判断して妥当と認められる場合には給付するというのが当然の仕組みになっておりますので、そういうところがあると認識しておりませんが、御指摘のような運用によって必要な介護が利用できないということがあれば、私ども、そういった都道府県に対しましては、あるいはそういった自治体に対しては、具体的に指導してまいりたい、こういうふうに考えております。
（第１６２回国会厚生労働委員会第２１号H17.5.29）
○山本孝史君　（略）それから、同居家族がいれば生活援助は原則としてしないということに今もなっていると思いますが、高齢のおじいちゃん、おばあちゃんがおられて、その方と単身の息子さんあるいはお嬢ちゃん、親と男の子、親と女の子、どっちも働きに行っているというときに、大分生活ぶり違うなと思いながら、しかし同居家族はいるわけですね。こういう場合に、その家事援助、生活援助が打ち切られるということはないと理解していいですね。
　すなわち、同居家族はいるんだから、おまえは、夜帰ってきて、仕事から帰ってきて、夜、御飯作れるじゃないか、掃除だってできるじゃないか、それができないというんだったら、同居家族がいるんだから、あなたは仕事辞めて介護をしなさいとは言わないだろうけれども、深夜にそういうことをやってくださいという形になるのかならないのか、お尋ねします。
○国務大臣（尾辻秀久君）　現行制度の考え方を変えるものではございません。中身についてはもう先生よく御案内でございますから、現行制度における考え方を変えるものではないというお答えにさせていただきます。
（第１６２回国会厚生労働委員会第２３号H17.6.9）
○政府参考人（中村秀一君）　同居家族がある場合の生活支援サービスにつきましては、現行制度においても、生活援助型の訪問介護は、利用者が単身であるとか、御家族が障害、疾病などのために本人や家族が家事が行うことが困難な場合に行われるものとされておりますので、改正後においても同様の取扱いをするということでございます。
○小池晃君　いや、だからいろんなケースがあると思うんですよ。仕事辞めてまで支えようということになるんですか。あるいは、元々家事全然やったことがないような家族にもそれを求めるんですか。あるいは、病気あるいは腰痛で介助が困難だとか、そういうケースについてもこれは駄目だというふうに言うんですか。その点についてちょっと説明してほしいんです。
○政府参考人（中村秀一君）　御家族の態様も様々であると思います。家事がやったことない人がという、その家事をやったことない人のその状況なり、そういった方がどういう方であるかということ、ある意味では社会的な、何といいますか、コンセンサスによるようなところがあると思いますが、私どもが同居家族による支えということを言っていますのは、同居の家族が家族のために一般的にしている家事は介護保険法の対象とならないという趣旨でございますので、例えば仕事を辞めるような状況に追い込まれるような事態というようなことを想定しているものではございません。
４．確認事項
（基本的な位置付け）

○給付の原則は「適切な介護サービスであること」、現物給付の原則は「適切なケアマネジメントに基づくこと」です（介護保険法）。

○原則としては、居宅介護支援が行なわれなくても、訪問介護計画を核とした情報収集－課題分析－サービス提供－評価という一連のサイクルができていれば、給付自体は可能です。

○ただ、「同居家族がいる場合の生活援助」は、居宅サービス計画に位置付くことが算定要件とされ、上記の原則が通用しません。あくまで例外規定であることを念頭においておく必要があります。

（生活援助の考え方）
○生活援助は大きく「買物」「洗濯」「掃除」「調理」という生活行為に分別できます。また、コミュニケーション能力の必要性の順に生活行為を並べてみました（特に、後ろになるにつれて「非代替性」「実行・援助の難易度」が高まると考えてみてください）。
○2006年度改定時には、軽度要介護者への生活援助（家事援助）の不要性について論議されましたが、「人の生活」を客観的に捉えれば、家事等の生活行為（活動）レベルから生活機能障害が生じることは明白です。

たとえば、１００人の要介護者を見つめるなかで、「掃除や洗濯は実施している」けれど「更衣や排泄行為には介助を受ける」人がどれだけいるのでしょうか。一般論としての生活行為の難易度を確認してください。課題分析やチームとしての視点を一致するさいにとても重要になります。

（日中独居の考え方）

○算定の考え方には「相場感」というものがあります。直接的には明言されていないけれど、解釈通知やQ&Aの端々を類推することによって形成されているものだと思います。

○たとえば、国会答弁をみても、平成１５年時と平成１８年時はやや異なります。「本来、家族が行なうべきところは家族が行なう」･･･これが現在の「相場感」のようです。
○また、算定の可否については保険者が判断するという考え方も、この「相場感」といえます。実は、同居家族がいる場合の生活援助について、このことを明文化したものはありません。強いていうなら介護保険法でしょうか。ただ、現実問題として、電話等の照会においては、国も都道府県も個別事例ごとの可否は保険者判断と示しています（保険者判断という言葉はQ&Aレベルだと頻回に現れる）。

○これは、「保険者が不適切と判断する場合」⇒「適切でない介護サービス」ということからサービスに係る受給権が発生しないという考え方です。

○これらを踏まえたうえで、どう個別性を重視するのかが喫緊の課題です。

